
平成２９年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２ 府 省 庁 名  総 務 省          

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 地方消費税） 

要望 

項目名 
行政機関非識別加工情報等の利用に関する契約を締結する者が納める手数料に係る消費税の非課税措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 行政機関等個人情報保護法等改正法（平成 28年法律第 51号）において、個人情報の適正かつ効果的な活

用が新たな産業の創出等に資するものであることを踏まえ、個人の権利利益の保護に支障がない範囲内にお

いて、行政機関等の保有する個人情報を加工して作成する匿名加工情報（非識別加工情報）を民間事業者に

提供するための仕組みを設けるほか、個人の権利利益の保護に資するための所要の改正を行った。 

 

・特例措置の内容 

 行政機関個人情報保護法等改正法により、行政機関及び独立行政法人等（以下「行政機関等」という）が

提供することができるとされた行政機関非識別加工情報及び独立行政法人等非識別加工情報（以下「行政機

関非識別加工情報等」という）について、改正行政機関個人情報保護法第 44条の 13及び改正独立行政法人

等個人情報保護法第 44条の 13に規定される手数料に係る消費税を非課税とするよう要望する。 

 また、行政機関個人情報保護法等改正法の趣旨を踏まえ、今後、個人情報保護条例の改正により、地方公共団体

及び地方独立行政法人が提供することができるとされる非識別加工情報についても、条例に規定される手数料に係

る消費税を非課税とするよう要望する。 

 

 

関係条文 

 

消費税法第６条、消費税法別表第一第５号イ（３）、消費税法施行令第 12条第２項第１号ハ  

 

減収 

見込額 

［初年度］     － （  －  ）  ［平年度］     － （  －  ） 

［改正増減収額］ －                             （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 行政機関非識別加工情報等の利用に関する契約を締結する者が納めることとされている手数料について、

消費税法の規定に基づき非課税とされている他の行政手数料と同様に非課税とする。 

 

（２）施策の必要性 

 消費税法では、行政機関等が法令に基づき行う役務の提供（公文書の交付等又はこれに類するものとして

政令で定めるもの）で、その手数料等の徴収が法令に基づくものである場合については非課税とされており

（消費税法第６条、消費税法別表第一第５号イ、ロ）、例えば、行政機関個人情報保護法第 26条に規定され

ている開示請求手数料についても、消費税法別表第一第５号イ（３）又は消費税法施行令第 12条第２項第１

号ハに該当することから非課税とされている。 

改正行政機関個人情報保護法第 44条の 13及び改正独立行政法人等個人情報保護法第 44条の 13に規定さ

れている手数料についても、行政機関非識別加工情報等は公文書である個人情報ファイルを構成する保有個

人情報を加工して得られるものであり、作成された行政機関非識別加工情報等は公文書に該当することから、

行政機関非識別加工情報等の提供は「公文書の交付」（消費税法別表第一第５号イ（３））「公文書に類するも

のの交付」（消費税法施行令第 12条第２項第１号ハ）であるため、非課税とすることが望ましい。 

また、行政機関個人情報保護法等改正法の趣旨を踏まえ、今後、個人情報保護条例の改正により、条例に規定さ

れる手数料についても、改正行政機関個人情報保護法第 44条の 13及び改正独立行政法人等個人情報保護法第 44

条の13に規定されている手数料と同様に、非課税とすることが望ましい。 

なお、独立行政法人等個人情報保護法の対象法人のうち、消費税法別表第三に含まれない法人による独立

行政法人等非識別加工提供の提供についても、改正独立行政法人等保護法に基づき行われるものであり、制

度の一貫性を確保する観点から非課税とすることが望ましい。 
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本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 

Ⅰ．行政改革・行政運営 

政策１ 適正な行政管理の実施 

Ⅳ．電子政府・電子自治体 
政策８ 電子政府・電子自治体の推進 

 

政策の 

達成目標 

 

－ 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

恒久措置とする。 

同上の期間中

の達成目標 

 

－ 

政策目標の 

達成状況 

 

－ 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

行政機関非識別加工情報等を提供する場合に適用される。 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

行政機関非識別加工情報等の利用に関する契約を締結する者が納める手数料は、法令に基づ

くものであり、行政機関非識別加工情報等の提供は、「公文書の交付」又は「公文書に類するも

のの交付」であるため、消費税法の規定に基づき非課税とされている他の行政手数料と同様に

非課税とすることが望ましい。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

消費税（国税）についても同様の要望を行っている。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

 

行政機関非識別加工情報等の利用に関する契約を締結する者が納める手数料は、法令に基づく

ものであり、行政機関非識別加工情報等の提供は、「公文書の交付」又は「公文書に類するもの

の交付」であるため、消費税法の規定に基づき非課税とされている他の行政手数料と同様に非

課税とすることが望ましい。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

－ 

前回要望時の 

達成目標 

 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

－ 

 

これまでの要望経緯 

 

－ 
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